
資料３ 

空港運営のあり方に関する検討会資料空港運営のあり方に関する検討会資料 

福 岡 県 



福岡空港・北九州空港の位置 

北九州空港 
（2,500m） 

福岡空港 
（2 800m）（2,800m）
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１．福 岡 空 港 

新千歳

（１）国内外の航空ネットワークを支える主要地域拠点空港として重要    

空港の概要
● 
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新千歳 

1  施設 
   ・面積     353ha（うち、米軍専用区域2.2ha） 

空港の概要  
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大連 

   ・滑走路   2,800m×１本 

   ・運用時間  24時間 

・利用時間 7:00～22:00（15時間）
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青島 済州

上海 
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香港
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   利用時間 7:00 22:00（15時間）  

2 利用状況（平成22年） 

・旅客数 国内線 1 394万人 国際線 240万人

奄美大島 
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● 

ハノイ  旅客数 国内線 1,394万人、国際線 240万人

         計 1,634万人（全国第4位） 

     ・貨物量 国内線19万トン、国際線5万トン 
福岡空港の路線数、発着回数 

● 

ホ チミン

シンガポール 

        計   24万トン（全国第5位）

  ・発着回数    13.7万回（全国第３位） 

（旅客数 発着回数については 滑走路1本の

（平成23年4月ダイヤ） 

・国内線 24路線 151往復／日 

国際線 19路線 170往復／週
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   （旅客数、発着回数については、滑走路1本の

    空港としては全国第1位）      
・国際線 19路線 170往復／週    



空港の沿革  

 Ｓ１９年 ２月 旧陸軍が席田（むしろだ）飛行場建設のため、家屋・田畑を強制収用 

Ｓ２０年１１月 終戦により米軍が再接収、その後米軍管理のもと板付基地として運営 Ｓ２０年１１月 終戦により米軍が再接収、その後米軍管理のもと板付基地として運営

 Ｓ２９年 １月 第２次強制接収、飛行場拡張    

Ｓ３２年 ４月 第３次強制接収、飛行場拡張 Ｓ３２年 ４月 第３次強制接収、飛行場拡張

 Ｓ４５年１２月 日米安全保障協議委員会において日本への移管を決定 

Ｓ４６年１１月 国・県・福岡市と地権者の間で「土地賃貸借契約書」及び「覚書」を締結 Ｓ４６年１１月 国 県 福岡市と地権者の間で「土地賃貸借契約書」及び「覚書」を締結

 Ｓ４７年  ４月 運輸大臣が設置し及び管理する「第二種空港」として供用開始               

航空機騒音防止法による「特定飛行場」に指定            航空機騒音防止法による「特定飛行場」に指定

Ｓ４７年   ６月 国・県・福岡市と周辺団体の間で騒音対策に関する協定書を締結  

Ｓ５１年 ６月 航空機騒音防止法で「周辺整備空港」に指定され Ｓ５１年７月に福岡 Ｓ５１年 ６月 航空機騒音防止法で「周辺整備空港」に指定され、Ｓ５１年７月に福岡   

          空港周辺整備機構設立  
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福岡空港 

国内線ターミナル

自衛隊管理区域 

米軍専用区域

国際線ターミナル 
米軍専用区域

九州地方整備局 
博多港湾・空港整備事務所提供 
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① 民有地の賃借料 ② 騒音対策費

（２）運用にあたっての課題  

① 民有地の賃借料 

 ・旧陸軍による収用、米軍の接収により
建設され、空港用地353ヘクタールの１／

が 収 有 残

② 騒音対策費
 ・空港が市街地に立地していることから、 
 航空機騒音対策が必要。(H19年度41億円） 

騒音対策区域２ ０４５ クタ ル３が未買収の民有地として残っている。

 ・平成19年度土地賃借料84億円 

・騒音対策区域２，０４５ヘクタール 
（騒音対策区域としては全国第２位の面積。 
 東京都港区とほぼ同じ） 

・昭和４６年、国・県・福岡市と「福岡空港

地主組合」は 国が土地賃借料について所要

・昭和４７年、国・県・福岡市と「福岡空港

地域対策協議会」は 国が空港周辺の土地の地主組合」は、国が土地賃借料について所要

の予算措置を講ずる努力をする旨の覚書を締

結。 

地域対策協議会」は、国が空港周辺の土地の

開発、環境整備の実施や一般民家の防音工事

の実施を定めた協定書を締結。 

 

 

 

 

福岡空港地主組合 
（構成）空港内民有地の所有者 約600名 
 

福岡空港地域対策協議会 
（構成）空港隣接地域の自治会 約7,600世帯 
 

円滑な空港の運営のためには、国と土地所有者、周辺住民（関係団体等）が信頼関係を維
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持することが必要である。

⇒  国が民有地の賃借料や騒音対策に責任を持つことが必要。  



福岡空港の騒音対策区域 （ 参 考 ） 

  
  

・第１種区域   （面積1,750ha）  住宅が防音工事の対象となる地域 
                       （2種、3 種区域含む）   

第 種 域 積 騒音が特 著 く 住者 地域外移転を補償する地域・第２種区域   （面積   216ha）  騒音が特に著しく居住者の地域外移転を補償する地域  
                       （3種区域含む） 

・第３種区域 （面積 79ha） 航空機騒音による障害を防止するために緩衝緑地帯
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第３種区域   （面積     79ha）  航空機騒音による障害を防止するために緩衝緑地帯

                        を整備する地域  



① 過密化の状況 

（３）滑走路増設の必要性 

 

○ 滑走路一本あたりの発着回数では、国内で最も過密な空港。 
○ 年間処理容量14．5万回に対し、現在は限界に近い状況で運用、既にピーク時間帯は遅延が

常態化常態化。

   ・ 需要が多い路線の増便が困難な状況 
   ・ 新たな地域との路線開設も制約を受ける 

・国内主要空港の年間発着回数（2009年度速報値） ・時間帯別発着回数（2010年4月 定期便のみ） 

※滑走路1本あたりの年間発着回数 
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② 将来見込まれる航空需要 
 

○ ２０１０年代半ば頃には容量限界を迎えることが確実視されている。○ 年代半ば頃には容量限界を迎える とが確実視されて る。

○ 容量が制約された現状のままでは、アジアの交流窓口として、成長著しいアジア地域の新た

な需要を取り込むことができなくなる。 

空港容量を早急に拡大する必要がある。 

 ［ 2032年度の場合］ 
国内線 （ 倍）国内線 15．0万回（1．28倍）  

 国際線  3．0万回（1．88倍）   
  計   18．1万回（1．35倍）  

   ※カッコの数値は2008年比 

（福岡空港の発着回数の実績と予測） 
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※2017年からの予測値は福岡空港構想・施設計画検討協議会においてとりまとめられた数値である。 



③ 過密化対策の検討の経緯 

 

○ 福岡空港は、国土交通省交通政策審議会航空分科会の答申（平成14年12月6日）におい

て、「将来的に需給が逼迫する等の事態が予想されることから、既存ストックの有効活用方策、

近隣空港との連携方策とともに新空港 滑走路増設等の抜本的な空港能力向上方策等につ近隣空港との連携方策とともに新空港、滑走路増設等の抜本的な空港能力向上方策等につ

いて、総合的な調査を進める必要がある」と位置づけられた。 

   

○ これを受け、平成15年度から20年度にかけて国（九州地方整備局、大阪航空局）と地域 

（福岡県、福岡市）が連携・協力し、県民等の意見を聞きながら「総合的な調査」 を実施。 

   

○ 福岡県知事と福岡市長は、切迫した福岡空港の過密問題を早期に打開するため、工事期

間が短く、加えて事業費が少ない「滑走路増設」に早期着手するよう国土交通大臣に「意見

書 を提出（平成21年4月8日）書」を提出（平成21年4月8日）。

    

○ 国土交通省は「現空港における滑走路増設案」の検討を進めることを決定（平成21年5月8

日）し、国と地域からなる構想・施設計画検討協議会を設置、滑走路増設の具体的な施設計

画をとりまとめた。 
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○ 平行誘導路二重化の着工に向けた調査。（平成２３年度） 



④ 滑走路増設の概要 
○ 現滑走路の西側210mの位置に2,500mの滑走路を増設。 

が○ 滑走路増設案は新空港案と比較して格段に事業費が安く、工期も短い。空港容量も相当程
度増やせる。 

平行誘導路二重化 

滑走路増設案 
現滑走路 2 800

新空港案（参考） 

空港規模 現滑走路 ： 2,800m
増設滑走路 ： 2,500m 

滑走路処理容量 18．3万回／年（現状の約1．26倍） 
※平行誘導路二重化の効果（4千回／年）を含む

3,000m×2本 

21．3万回／年（現状の約1．47倍） 
※平行誘導路 重化の効果（4千回／年）を含む

工事期間（工事着手後） 約７年 
概算事業費 約1,800億円 

約９年 

約9,200億円 

福岡空港は現に切迫し また2010年代半ば頃には容量限界を迎えることが確実視され
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福岡空港は現に切迫し、また2010年代半ば頃には容量限界を迎えることが確実視され
ていることから、本年度に調査を行う平行誘導路二重化の速やかな実施、及び滑走路
増設の早期完成を図る必要がある。 



２．北 九 州 空 港 

（１）九州で唯一の２４時間利用可能な空港として重要   

空港の概要    

1  施設 
   ・面積     約160ha（空港島総面積は373ha） 

・滑走路 2 500m×１本   滑走路   2,500m×１本 

   ・運用時間  24時間 

   ・利用時間  24時間 
2 利用状況（平成18年～平成22年）2 利用状況（平成18年～平成22年）

H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 

国内線 1 081 473 1 223 225 1 223 194 1 126 031 1 139 472

   ・旅客数（単位：人） 

国内線 1,081,473 1,223,225 1,223,194 1,126,031 1,139,472 

国際線 26,423 29,319 14,734 32,857 59,461 

合計 1,107,896 1,252,544 1,237,928 1,158,888 1,198,933 

北九州空港の路線数、発着回数 

（平成２３年４月ダイヤ） 

H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 

国内線 3,224 6,861 10,475 6,637 10,794 

   ・貨物量（単位：トン） 東京（羽田）線：１７往復／日 【旅客便】 

 韓国（ソウル）線： ３往復／週 【旅客便】 

上海（浦東）線： ３往復／週 【貨物便】   
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国際線 0 85 0 28 743 

合計 3,224 6,946 10,475 6,665 11,536 

※国土交通省資料「空港管理状況調書」による確定値。但し、H22年は大阪航空局速報値。 

海（浦東）線 往復 週 【貨物便】



空港の沿革  

旧北九州空港は三方を山に囲まれ、霧が発生しやすいことから就航率が悪く、また、滑走路が１，
６００ｍと短いことから中大型機の運航ができなかった。このため、関門海峡の浚渫土砂によっ
て埋め立てられた周防灘土砂処分場を活用し、滑走路２，５００ｍの新空港が建設された。 

Ｓ１９年 ９月 旧北九州空港が陸軍曽根飛行場として建設 

Ｓ２０年 ８月 終戦に伴い、米軍が接収 

Ｓ２８年１２月 米軍の接収が解除され、「小倉空港」に名称変更 

Ｓ３６年 ４月 運輸大臣が設置し及び管理する「第二種空港」として供用開始    

Ｓ４８年 ２月 「北九州空港」と名称変更 
北九州空港（現在）

Ｓ５６年１２月 第４次空港整備計画に新空港が新規事業として採択 

H ５年 ４月 運輸省航空局「新北九州空港整備基本計画」策定 

北九州空港（現在）

H ６年１０月 運輸省第四港湾建設局が建設着工    

H１８年 ３月 旧北九州空港閉鎖（３月１５日） 
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Ｈ１８年 ３月 新空港開港（３月１６日）  



特 徴

（２）空港の特徴と活用強化の取組  

特  徴 

〇九州で唯一の２４時間利用可能な空港であることから、早朝・深夜の運航が可能。 
 

〇北九州圏域では、「IC産業」、「自動車関連産業」など基幹産業の進出が加速し
ており、今後、旅客や貨物の航空需要の増加が期待できる。 
 

〇空港島内に埋立中の土地を含む広大な未利用地があり、施設・土地の拡張余地が
大きい。 

〇２４時機能を生かした国内線や国際線の積極的な誘致

活用強化の取組  

〇２４時機能を生かした国内線や国際線の積極的な誘致。
 

〇２４時間機能を最大限に活かしていくため、アジア全体を取り込んで、貨物拠点
空港として成長していくことが重要。国際的な大型貨物専用便を誘致するために空港として成長していくことが重要。国際的な大型貨物専用便を誘致するために
も滑走路の３，０００ｍへの延伸が必要である。 
 

〇空港島内の未利用地を活用し、航空機の整備、航空機産業の拠点として発展して
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〇空港島内の未利用地を活用し、航空機の整備、航空機産業の拠点として発展して
いくことを目指す。 



○ 国際旅客便の運航 

取組の成果  

  平成２１年３月より、済州航空による北九州－ソウル線が週３往復運航。 

  平成２４年７月より、スターフライヤーによる北九州－プサン線が１日２往復運航で就航予定。 

また ２４時間運用ということから深夜・早朝時間帯を活用した国際旅客チャーター便が数多く運航  また、２４時間運用ということから深夜・早朝時間帯を活用した国際旅客チャ タ 便が数多く運航。

   ＊ 平成２２年度 国際旅客チャーター便運航実績  １１３便（片道ベース） 

○ 九州で唯一の国際貨物定期便の就航

  平成２２年１０月１４日より、揚子江快運航空による九州で唯一となる国際貨物定期便が、北九州－上海間に 

  週３往復運航。 

○ 大型貨物機（ジャンボフレーター）による初の国際貨物チャーター便の運航 

  平成２２年度に大韓航空、シンガポール航空カーゴの大型貨物機による国際貨物チャーター便が就航、平成 

年度中に計 便が運航した カナダ オ トラリアからの輸入貨物を取り扱うとともに北九州空港から ウ  ２２年度中に計５便が運航した。カナダ、オーストラリアからの輸入貨物を取り扱うとともに北九州空港からソウル、 

  シンガポールへの輸出貨物も取り扱った。 

国際貨物定期便（揚子江快運航空） 国際貨物チャーター便（大韓航空） 国際旅客定期便（済州航空） 
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日本の成長を牽引する「福岡 アジア国際戦略特区」のイメ ジ

３．福岡・アジア国際戦略特区  ３．福岡・アジア国際戦略特区  

日本の成長を牽引する「福岡・アジア国際戦略特区」のイメージ

・企業誘致・投資促進 
・高度人材（研究・ビジネス）活用

○ アジア企業が集積する国際ビジネス都市 
○ 中小企業の海外進出拠点 
○ 世界最先端の環境モデルの構築とアジア展開 
○ 世界をリードする水素・半導体・バイオ等の一大研究 

開発 集積拠点

国による支援 

○急激に経済成長を続けるアジア 
 ・2000年と2008年の名目GDP総額比較 
  中国3.3倍、インドネシア3.1倍、 
  ベトナム2.9倍、インド2.7倍 など 
○消費市場として期待されるアジア 

高度人材（研究 ビジネス）活用
・アジア客誘致  等 

 開発・集積拠点
○ クルーズ観光等アジアの人々の日本観光の玄関口 
○ ファッション・コンテンツ等のアジアの若者文化発信拠点 
○ 国際競争力をもつ都市基盤等の整備 

規制緩和 

税の特例

 ・アジアの人口は2005年の30億人から、 
   2050年には38億人に増加する見込み 
 ・中間所得者層人口は、1990年の1.4億人 
  から2008年には8.6億人(6.2倍)に増加 

中小企業のアジアビジネス拠点中小企業のアジアビジネス拠点

都市基盤都市基盤  
・アジア拠点空港・アジア拠点空港

若者文化発信拠点若者文化発信拠点  
・ファッション、コンテンツ、・ファッション、コンテンツ、  
  ショッピング、グルメショッピング、グルメ  

環境ビジネス拠点環境ビジネス拠点  
低炭素都市 形成低炭素都市 形成

財政支援 

税の特例 中小企業のアジアビジネス拠点中小企業のアジアビジネス拠点
・・APECAPEC中小企業大学校中小企業大学校  
・中小企業アジア進出・中小企業アジア進出  
    支援センター支援センター  

アジア拠点空港アジア拠点空港
・アジア中枢港湾・アジア中枢港湾  
・ウォーターフロント・ウォーターフロント  

・低炭素都市の形成・低炭素都市の形成

・自治体間環境協力機構・自治体間環境協力機構  

世界をリードする一大研究開発・産業集積拠点世界をリードする一大研究開発・産業集積拠点  

先端半導体先端半導体 バイオバイオ水素水素

・中小企業のアジア展開 
・自治体間環境協力の推進、環境プロジェクトの推進 
・ファッション・コンテンツ等の若者文化の発信 等 

金融支援 

先端半導体先端半導体 バイオバイオ水素水素

ロボットロボット  ＲｕｂｙＲｕｂｙ  
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２０２０年に１５兆円のGDP成長を実現＝九州全体として３０兆円の成長を促す 

・福岡空港と北九州空港は、九州・西日本とアジアの交流基盤として今後も重要な役割を果たす 



４．福岡県の空港政策  

 福岡県は、高い利便性を持つ都市型空港である福岡空港と２４時間機能
を持つ海上空港である北九州空港の二つの本格的空港を有しており、それ
ぞれの空港の特色を活かす空港政策を実施

〇福岡空港

ぞれの空港の特色を活かす空港政策を実施 

〇福岡空港 
 ・国内外の航空ネットワークを支える主要地域拠点空港。 
 ・需要に対応した増便、航空路線の新設が自由・思う存分にできる空港を目指す。 
     平行誘導路の二重化、滑走路増設が必要 
〇北九州空港 

北九州 山口地域を圏域とする地域空港 ・北九州・山口地域を圏域とする地域空港。

 ・２４時間機能を活用した貨物拠点空港や航空機整備、航空機産業拠点を目指
す。す。

     滑走路の３，０００ｍ化、空港島内の未完成地の早期埋立が必要 

今後も 大規模な空港施設整備は国が責任を持 て整備する必
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今後も、大規模な空港施設整備は国が責任を持って整備する必
要がある。  



５．民営化や上下一体化に当たっての福岡県の考え方 

空港民営化や上下一体化は一律に実施するのではなく、地元自
治体の政策や各空港の事情を配慮して実施する必要がある。  

〇地元自治体が目指す政策が実行されること。 
  ・福岡空港の主要地域拠点空港としての発展や北九州空港の貨物拠点空港化、 
   航空機産業拠点化が担保されること。 
 
〇各空港が個別に抱える事情への十分な配慮がなされること〇各空港が個別に抱える事情への十分な配慮がなされること。

 （福岡空港） 
  ・平行誘導路二重化の速やかな実施、滑走路増設の早期完成。 
  ・空港用地の３分の１が借地であること。 
  ・多額の土地賃借料や騒音対策費を負担していること。 

・米軍基地が存在すること  米軍基地が存在すること。

  ・空港の歴史的経緯を踏まえ、空港の運営主体が国以外に替わることにつ 
   いて、土地所有者や周辺住民の理解が必要。 

空港
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 （北九州空港） 
  ・滑走路の３，０００ｍ化、空港島内の未完成地の早期埋立。 


